
（表面）

保護者の皆様へ
（公立高等学校等用）

１　対象者および給付額

2

3　提出書類

4　個人番号カード等の取扱いについて

5　給付金の支給

③　同意書兼委任状

※個人番号カードの写し等を提出する場合は、税申告が必要です。未申告の方は申告を行ってください。

　本制度は、高校生等がいる低所得世帯（生活保護受給世帯また県民税所得割額及び
市町村民税所得割額が非課税世帯）を対象に授業料以外の教育費負担を軽減するた
め、世帯構成等に応じて、奨学のための給付金を支給する制度です。この給付金は
返済不要です。

裏面（対象確認シート）をご確認ください。

令和５年９月１５日（金）必着

①　申請書

②　保護者等の個人番号カードの写し等または所得課税証明書等

　　（（注）生活保護（生業扶助）受給世帯は、生業扶助受給証明書又は高校生等本人の
　　　個人番号カードの写し等）

　　　　※家庭の事情により、早期支給をご希望される場合はご相談ください。

提出期限

※個人番号カードの写し等を提出する場合は、本人確認書類（運転免許証）の提示もしくは提出が必要です。

(注)高等学校等の専攻科に通う生徒の世帯は除きます。ただし、非課税世帯であれば、生活保護を受給しているかど
うかに関わらず対象となります。

※公立高等学校等就学支援金で同様の書類をすでに提出している場合は本申請での提出を省略できます。

※個人番号カードの写し等：個人番号カードの写し・個人番号通知カードの写し・個人番号の記載された住民票
　　　　　　　　　　　　　の写し・個人番号の記載された住民票記載事項証明書
　　　　所得課税証明書等：令和５年度の（所得）課税証明書・非課税証明書・特別徴収税額の決定・変更通知書
　　　　　　　　　　　　　住民税の納税通知書

④　その他　家庭状況に応じて必要な書類

　（1）１５歳（中学生を除く）以上２３歳未満の扶養されている兄弟姉妹がいる場合
　
　　　・健康保険証の写し（国民健康保険の場合は扶養申立書）
　　　　 ※健康保険証の写しを提出する場合は、被保険者記号・番号を黒く塗りつぶす等し、記号等が見えないように提出して

           ください。

　（2）学校諸費引落口座以外への給付金振込を希望する場合
　
　　　・口座振替依頼書

岐阜県公立高等学校等奨学給付金支給要綱に基づく事務手続を処理するために限って、個人番号カード等を
使用し道府県民税所得割額、市町村民税所得割額及び生活保護関係情報を確認します。なお、公立高等学校
等就学支援金ですでに個人番号カード等を提出している場合は当該個人番号カード等により確認することが
可能です。

　１２月末までに、申請者（保護者等）名義の預金口座に振り込みます。（早期支給をご希望する場合
はご相談ください。）
　なお、未納となっている授業料以外の教育費「学校諸費」がある場合は、学校長が受領して充当する
ことがあります。

令和５年度岐阜県公立高等学校等奨学給付金について



（裏面）

　１
２月

給付額について（年額）
専攻科

　

就学支援金………授業料を支払う代わりに学校に納められる補助金。返済は不要。
岐阜県の奨学金…授業料以外の教育費のために高校生に貸与する。返済が必要。
奨学給付金………授業料以外の教育費のために保護者に給付する。返済は不要。

 　　岐阜立飛騨神岡高等学校　　　担当：事務部　岩佐　ＴＥＬ　０５７８－８２－１１４７
　　　〒５０６－１１４３　　岐阜県飛騨市神岡町小萱２１３８－２

１４３，７００円（注４）

３２，３００円

５０，５００円（注４）

５０,５００円
（注４）

（注４）　令和５年度に限り、昨今の物価高騰を受けて、生活保護世帯を除く世帯へ、上記給付額に一律
　　　　４，０００円を加算支給します。上記給付額の支給時に合算して支給します。

（注３）　所得割額が非課税かについては、お住いの市町村役場又はマイナンバーカードをお持ちの方は
　　　　マイナポータルの「わたしの情報－所得・地方税」から確認することが可能です。

（注１）　保護者とは、親権を行う者（親権を行う者がないときは、未成年後見人）となります。

（注２）　条件によっては対象とならない場合があります。また、特別支援学校の高等部は対象外です。

生活保護（生業扶助）
受給世帯

非課税世帯（第１子）

非課税世帯（第２子以降）

３２，３００円

１１７，１００円（注４）

全日制・定時制 通信制

公立高等学校等奨学給付金 対象確認シート
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YES

NO

YES

YES

７月１日現在、学校（注２）に在籍してますか？

YES

NO

保護者等全員の「道府県民税所得割」及び「市町村民税所得割」が非課税ですか？（注３）

通信制又は専攻科の高校生等はいますか？

NO

NO

複数の高校生等がいますか？

「非課税世帯」で、１人目の
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申 請 書 類 提 出 先 ・ お 問 い 合 わ せ 先

７月１日現在、生活保護（生業扶助）を受給していますか。

YES

NO

YES

高等学校就学支援金制度等との違い

NO 該当しません

YES

高校生等以外に１５歳（中学生を除く。）以上２３歳未満の兄弟姉妹

がいますか？

NO

保護者等（注１）の居住地は岐阜県ですか？



（表面）

保護者の皆様へ
（公立高等学校等用）

１　対象者

2

3　提出書類

4　給付金の支給

⑥　同意書兼委任状

離職票、雇用保険受給資格者証、解雇通告書、破産宣告通知書、廃業届出等

５人世帯

3,214,286円未満

３人世帯

2,214,286円未満

４人世帯

2,714,286円未満

所得課税証明書の写し等（家計急変前）、会社作成の給与見込、直近３ヶ月の給与明細、税理士又は公認会計士の
作成した証明書類等（家計急変後）

＜世帯構成ごとの年収見込額＞

寡婦（夫）

2,042,857円未満

扶養親族分の健康保険証の写し、扶養親族の記載が省略されていない課税証明書等
※健康保険証の写しを提出する場合は、被保険者記号・番号を黒く塗りつぶす等し、記号等が見えないように提出
　してください。

２人世帯

※保護者等とは、親権を行う者（親権を行う者がないときは、未成年後見人）となります。

⑤　保護者等の扶養親族の人数・年齢を確認するための書類

　審査完了後、随時申請者（保護者等）名義の預金口座に振り込みます。
　なお、未納となっている授業料以外の教育費「学校諸費」がある場合は、学校長が受領して充当
することがあります。

⑦　その他　家庭状況に応じて必要な書類

　（1）１５歳（中学生を除く）以上２３歳未満の扶養されている兄弟姉妹がいる場合
　　　・健康保険証写し（国民健康保険の場合は扶養申立書）
　　　　 ※健康保険証の写しを提出する場合は、被保険者記号・番号を黒く塗りつぶす等し、記号等が見えないように
　　　　　　提出してください。

　（2）学校諸費引落口座以外への給付金振込を希望する場合
　　　・口座振替依頼書

　本制度は、高校生等がいる低所得世帯（県民税所得割額及び市町村民税所得割額が
非課税相当と認められる世帯）を対象に授業料以外の教育費負担を軽減するため、世
帯構成等に応じて、奨学のための給付金を支給する制度です。この給付金は返済不要
です。

令和６年２月２日（金）まで

④　家計急変前及び家計急変後の収入を証明する書類

①　申請書

③　保護者等の家計急変の事由を証明する書類

※家庭の事情により、早期支給をご希望される場合はご相談ください。

家計急変による経済的な理由から保護者等全員の県民税所得割額及び市町村民税所得割額が非課
税である世帯に相当すると認められる者

提出期限

②　岐阜県公立高等学校等奨学給付金申請に係る収入状況確認書

世帯構成

年収見込額 1,714,286円未満

※保護者等全員の年収見込額が、世帯構成（注）に応じた年収見込額未満の場合対象となります。

（注）世帯構成とは、本人と控除対象配偶者、扶養親族の合計人数となります。

令和５年度岐阜県公立高等学校等奨学給付金について（家計急変）



（裏面）
給付額について（年額）

専攻科

　　就学支援金………授業料を支払う代わりに学校に納められる補助金。返済は不要。

　　岐阜県の奨学金…授業料以外の教育費のために高校生に貸与する。返済が必要。

　　奨学給付金………授業料以外の教育費のために保護者に給付する。返済は不要。

 　　岐阜立飛騨神岡高等学校　　　担当：事務部　岩佐　ＴＥＬ　０５７８－８２－１１４７
　　　〒５０６－１１４３　　岐阜県飛騨市神岡町小萱２１３８－２

　令和５年度に限り、昨今の物価高騰を受けて、生活保護世帯を除く世帯へ、上記給付額に一律４，０００円
を加算支給します。上記給付額の支給時に合算して支給します。

　７月２日以降に家計急変により申請があった場合は、原則、事由が発生した日の属する月の翌月以降の
月数に応じて算定した額を給付します。

５０，５００円

１４３，７００円

通信制

５０，５００円

非課税相当世帯（第１子）

非課税相当世帯（第２子以
降）

１１７，１００円

全日制・定時制

申 請 書 類 提 出 先 ・ お 問 い 合 わ せ 先

高等学校就学支援金制度等との違い


